
 

 

特定非営利活動に関する 外部評価の評価項目について 

評価対象法人 特定非営利活動法人花山星空ネッ ト ワ ーク  

評価実施年月日 2024 年 6 月 21 日 

評価者氏名（ 職名）  太田 耕司 （ 京都大学大学院理学研究科教授）  

評価対象年度（ 期間）  2023 年度（ 2023 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日）  

１  法人の事業活動、 組織運営等に関する 状況 

（ １ ） 事業活動について 

ア 事業計画等を策定し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 各事業年度の事業計画は、 組織的な合意形成( 総

会・ 理事会等) に沿って策定し ている か。  
□✓ □ □✓ □ 

② 法人の目的を 達成する ための中長期的計画を 策

定し ている か。  
□✓ □ □✓ □ 

イ  法人の目的を達成する ための事業を主たる 事業と し て実施し ている か。  

法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

□✓ □ □✓ □ 

→ 法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

項 目 

法人全体の労力のう ち 

各項目が占める 割合 

（ ※１ ）  

事
業
䥹
※
２
䥺 

主
た
る
事
業 

第１ 位： 天体観望会事業 30％ 

第２ 位： 天体観測体験教室 25％ 

第３ 位： 刊行物や HP によ る 情報発信事業 15％ 

こ のほかの事業 10％ 

主たる 事業以外の事業 ―％ 

事業以外（ 管理部門等）  20％ 

※１  例： 総従事時間数に占める 各事業及び事業以外（ 管理部門等） への従事時間数の割合 

（ 表の合計は、 100％と なる 。）  

※２  実施し ている 事業の数の関係などで、「 主たる 事業」 の「 第２ 位」、「 第３ 位」、「 こ のほ

かの事業」 欄及び「 主たる 事業以外の事業」 欄に記入する 内容がない場合は、「 －」 を記

入 

（ ２ ） 組織運営について 

ア 定款に定める 権能に基づき 、 総会で審議・ 意思決定が行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 定款に定める 正当な招集者の範囲や方法で招集

し 、 議案書に基づき 審議を 行う 体制と なっ ている

か。  

□✓ □ □✓ □ 

② 定款で定めら れた内容を 審議事項と し て審議し

ている か。  
□✓ □ □✓ □ 

③ 決議や議事録署名人の選任、 議事録の作成につい

て定款に定める 方法で行っている か。  
□✓ □ □✓ □ 

 



 

 

 

イ  【 定款で理事会の設置を定めている 場合】 定款に定める 権能に基づき 、 理事会で審議・

意思決定が行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 定款に定める 正当な招集者の範囲や方法で招集

し 、 議案書に基づき 審議を 行う 体制と なっ ている

か。  

□✓ □ □✓ □ 

② 定款で定めら れた内容を 審議事項と し て審議し

ている か。また、総会の審議事項と の区分は明確か。 
□✓ □ □✓ □ 

③ 決議や議事録署名人の選任、 議事録の作成につい

て定款に定める 方法で行っている か。  
□✓ □ □✓ □ 

ウ  監事によ る 監査は適正に行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 監事はその法人における 特別な立場を理解し 、 第

三者性及び公正性が確保さ れている か（ 予算・ 決算

書の作成者が、 監査ま で行っていないか等）。  

□✓ □ □✓ □ 

② 監事は法人の理事や職員を兼務し ていないか。  □✓ □ □✓ □ 

③ 監事は定款に定める 職務を執行し ている か。  □✓ □ □✓ □ 

（ ３ ） 情報公開について 

法人に関する 情報を公開し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 活動の状況や法人運営に係る 情報を ホーム ペー

ジ等の情報開示ツールで発信し ている か。 ま た、 適

時に更新し ている か。  

□✓ □ □✓ □ 

② 活動の報告等を会報誌等で情報発信し ている か。  □✓ □ □✓ □ 

③ 法定の閲覧書類（ 事業報告書等、 役員名簿、 定款

等） はいつでも 閲覧する こ と ができ る 状態か。  
□✓ □ □✓ □ 

④ 事業報告書等の記載内容は、 外部に対し て理解し

ても ら える よ う に工夫※し て作成さ れている か。  
□✓ □ □✓ □ 

※ 例： 概要の記載や、 写真やデータ など を用いたレ イ アウ ト 等、 読み手に対し て内容を 分かり

やすく 伝える 工夫 

（ ４ ） コ ンプラ イ アンス（ 法令遵守等） について 

コ ンプラ イ アンス （ 法令遵守等） の観点から 組織と し て取組を推進し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 事業・ 活動に関連する 法令※を把握し 、 遵守し て

いる か。  
□✓ □ □✓ □ 

② 重要な事項や個人情報を含むデータ ・ 書類等のリ

ス ク マネジメ ント を行っている か。  
□✓ □ □✓ □ 

※ 対象と なる 法令： 特定非営利活動促進法、 登記に関する 法令（ 組合等登記令）、 税に関する 法

令（ 法人税法等）、 労務に関する 法令（ 労働基準法等）、 事業ごと に適用さ れる 法令（ 例： 介護

保険制度に基づく サービス 提供の場合は、 介護保険法） など。  



 

 

（ ５ ） 外部評価について 

活動内容を評価し 、 改善する 仕組みを有し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

①  こ れ以前に外部評価を受けたこ と がある か。  □✓ □ □✓ □ 

② 外部評価を受けた結果を、 理事会等で審議する 機

会を設ける 等、 改善する 機能を有し ている か。  
□✓ □ □✓ □ 

２  法人に対する 支援の状況 

（ １ ） 寄附について 

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

①  法人の事業活動のため、 寄附の募集を行っ てい

る か。  
□✓ □ □✓ □ 

② よ り 多く の寄附を 受ける ための工夫を 積極的に

行っている か。  
□✓ □ □✓ □ 

→ ①の法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

項 目 法 人 記 入 

①  寄附の呼掛け対象 当法人会員、 イ ベント 参加者 

② 寄附を獲得する ための取組 

  ・ 工夫（ 会報誌や法人ホーム

ページで募集、 イ ベント での

呼掛け 等）  

会誌に「 寄附のお願い」 と 郵便振込用紙を同封。  

ホームページでの募集。  

イ ベント 参加者への呼びかけ 

③ 評価対象年度における 寄附

者の人数及び金額 

人数：  のべ 53 名  金額： 706, 000 円 

④ 寄附金の増減及びその理由 

 

評価対象年度の前年度から  

（ 大幅増 ・  増 ・  ほぼ増減なし  ・  減 ・ ○大幅減）  

＜理由＞前年は高額寄附があり 、 寄附総額が多額と なっ

ていた。 ま た、 高額寄附者である シニアの会員が減少し

た。  

⑤ 寄附の獲得に取り 組むう え

での課題 

会員・ イ ベント 参加者以外へも 寄附依頼を広げる 努力。  

（ ２ ） 寄附以外の支援について 

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 寄附以外に、 市民、 地域団体、 行政等から 何ら か

の支援（ ボラ ンティ ア、 法人実施事業への協力、 補

助金・ 助成金等） を受けている か。  

□✓ □ □✓ □ 

② ①の支援を よ り 多く 受ける ための工夫を 積極的

に行っている か。  
□✓ □ □✓ □ 

→ ①の法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

   項 目 法 人 記 入 

① 支援の概要 

（ ボラ ンティ アの場合は従事人

数、従事時間数、 従事内容など） 

（ ボラ ンティ アの場合 従事人数： のべ 75 名  

従事時間数： 491 時間 従事内容： 天体観望会で受

付・ 引率・ 説明）  

② 寄附以外の支援を獲得する た

めの取組・ 工夫 

京都市市民活動総合センタ ー及び CANPAN 提供の補助

金・ 助成金情報の取得、 子ども ゆめ基金から の助成金

獲得 

 



 

 

③ 寄附以外の支援の獲得に取り

組むう えでの課題 

京都市や山科区の行政に「 地域活性化事業への補助金」

等支給の設置を要望する 。  

ボラ ンティ アの高齢化を緩和する ために若い会員を勧

誘する 。  

３  法人の事業活動に関する 所見 

※ 活動の意義・ 成果等、 広く 社会に対し て活動の成果を発信し ている か、 地域団体等の他団

体と の連携の状況など 。  

京都大学大学院理学研究科附属花山天文台の天体観望会などのイ ベント にボラ ンティ アを

供給し て協力し ている こ と と 京都大学学生邦楽演奏サーク ルである「 叡風会」 と 連携し て、 天

体観望会と 音楽会を組み合わせる などの交流を継続し て積極的に行なっている こ と を評価し

たい。 なお、 それぞれの行事は天文台と 連携し て開催さ れている 。  

京ま なびネッ ト 、京都市市民活動総合センタ ー、CANPAN のネッ ト イ ベント 情報に活動募集

を投稿し ている 。 さ ら に山科区のアプリ 「 山科プラ ス + 」 に観望会・ 講演会の掲載を依頼し 、

地元への浸透を図っている 。  

新聞各紙に依頼し てイ ベント の案内を掲載し ている 。  

会誌「 あすと ろん」 を定期的に年 4 回発行し 、 法人の活動報告、 会員から の投稿などあり 、

かなり 充実し ている と 考える 。 ま た、 法人ホームページにも 会誌の PDF 版が掲載さ れ、 誰で

も 閲覧でき る よ う になっている のも 良い試みである が現在 2022 年 3 月号ま での掲載なので、

最新号を掲載する よ う 努力し て欲し い。  

 

 

４  法人の組織運営に関する 所見 

※ 財務管理の透明性、 組織体制の状況など。  

事業報告書・ 活動計算書・ 貸借対照表・ 財産目録がホームページで一般に公開さ れていて財

務管理の透明性が保たれている 。  

理事会の開催については、 2023 年度は第 58 回（ 4 月 20 日）、 第 59 回（ 7 月 3 日）、 第 60

回（ 10 月 4 日）、 第 61 回（ 11 月 13 日） と 4 回開催さ れ、 それぞれの理事会では議事録が作

成さ れていて、 理事会は正常に機能し ている と 考える 。  

総会の開催については、 第 16 回通常総会が 2023 年 6 月 4 日（ 日） に開催さ れている 。 書

面表決者を含む過半数の正会員が出席し 、 2022 年度事業報告・ 活動計算書、 2023 年度事業計

画と 活動予算書及び第 9 期の役員が可決承認さ れ、議事録が作成さ れている 。通常総会に先だ

って監事 2 名が活動計算書及び財産管理について監査を実施し た上で、その結果を書面で報告

し ている 。  

2023 年度財務状況では、 大き な赤字と なっている 。 原因は会費収入と 寄附金収入が減少し 、

さ ら に、人件費が増加し たこ と が原因と 思われる ので、会員を増やすこ と と 寄附金を増やすこ

と の他に支出を抑える よ う 努めて欲し い。  

 

５  法人に対する 支援に関する 所見 

 ※ よ り 多く の寄附や寄附以外の支援を受ける ための工夫をし ている かなど。  

独立行政法人国立青少年教育振興機構子ども ゆめ基金助成金の助成が 2 件あった。  

2024 年度も 子ども ゆめ基金助成金から の助成が決定し ている 。  

 



 

 

 

≪評価対象法人記入欄≫ 

６  外部評価結果への対応状況 

  外部評価によ り 提言・ 指摘等を受けた事項に対する 対応状況（ 今後対応する 場合は対応予定） 

提言・ 指摘等を受けた事項 対応状況又は対応予定 

会誌の PDF 版が HP に掲載さ れている

が現在2022 年 3 月号ま での掲載なので、

最新号を掲載する よ う 努力し て欲し い。  

 

会誌発行後、 早期に HP で公開でき る よ う 努力し てい

き たいと 考えている 。  

2023 年度財務状況では、 大き な赤字と

なっている 。 原因は会費収入と 寄附金収

入が減少し 、 さ ら に人件費が増加し たこ

と が原因と 思われる ので、 会員を増やす

こ と と 寄附金を増やすこ と の他に支出

を抑える よ う 努めて欲し い。  

過年度会費未納入者への会費請求を行っている と こ

ろである 。 イ ベント の定員をコ ロ ナ以前に近い数に

戻すこ と で新たな会員の勧誘を行っている 。 寄附に

ついても 会員と イ ベント 参加者に呼びかける 一方、

総会案内郵送費の削減のため、 電磁的方法で招集で

き る よ う 定款を変更する など支出を減ら す努力を行

っている 。  

  

  

  

 

備考（ 審査委員会のコ メ ント ）  

会員の維持拡大が、 継続的な課題である 。 前回の審査委員会のコ メ ント でも 提言し たと おり 、

会員を継続する 動機を分析し て、 会員増加に繋げていただき たい。  

 ま た、 事業に参加し なく なった会員であっても 、 次世代に事業を継続さ せる ために応援し た

いと いう ケース が想定さ れる ため、 応援会員制度など新たな会員制度についても ご検討いただ

き たい。  

 



 特定非営利活動に関する 外部評価の評価項目について 

評価対象法人 特定非営利活動法人フォ ーラ ムひこ ばえ 

評価実施年月日 ２ ０ ２ ４ 年０ ６ 月２ ４ 日 

評価者氏名（ 職名）  浜岡 政好氏 （ 佛教大学名誉教授）  

評価対象年度（ 期間）  ２ ０ ２ ３ （ 令和５ ） 年度（ 2023 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日）  

１  法人の事業活動、 組織運営等に関する 状況 

（ １ ） 事業活動について 

ア 事業計画等を策定し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 各事業年度の事業計画は、 組織的な合意形成( 総

会・ 理事会等) に沿って策定し ている か。  
☑ □ ☑ □ 

② 法人の目的を 達成する ための中長期的計画を 策

定し ている か。  
□ ☑ □ ☑ 

＊理事⾧が研修によ り 策定し たが、 職員間共有ができ ていない 

イ  法人の目的を達成する ための事業を主たる 事業と し て実施し ている か。  

法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

☑ □ ☑ □ 

→ 法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

項 目 

法人全体の労力のう ち 

各項目が占める 割合 

（ ※１ ）  

事
業
䥹
※
２
䥺 

主
た
る
事
業 

第１ 位： ひこ ばえ事業・ ひこ ばえ YOU（ よ う ）  ２ ０ ％ 

第２ 位： 児童館事業 ２ ０ ％ 

第３ 位： 放課後等デイ サービス事業 ２ ０ ％ 

第 4 位： 就労継続 B・ 生活介護事業 ２ ０ ％ 

主たる 事業以外の事業 ０ ％ 

事業以外（ 管理部門等）  ２ ０ ％ 

※１  例： 総従事時間数に占める 各事業及び事業以外（ 管理部門等） への従事時間数の割合 

（ 表の合計は、 100％と なる 。）  

※２  実施し ている 事業の数の関係などで、「 主たる 事業」 の「 第２ 位」、「 第３ 位」、「 こ のほ

かの事業」 欄及び「 主たる 事業以外の事業」 欄に記入する 内容がない場合は、「 －」 を記

入 

（ ２ ） 組織運営について 

ア 定款に定める 権能に基づき 、 総会で審議・ 意思決定が行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 定款に定める 正当な招集者の範囲や方法で招集

し 、 議案書に基づき 審議を 行う 体制と なっ ている

か。  

☑ □ ☑ □ 

② 定款で定めら れた内容を 審議事項と し て審議し

ている か。  
☑ □ ☑ □ 

③ 決議や議事録署名人の選任、 議事録の作成につい

て定款に定める 方法で行っている か。  
☑ □ ☑ □ 



 

イ  【 定款で理事会の設置を定めている 場合】 定款に定める 権能に基づき 、 理事会で審議・

意思決定が行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 定款に定める 正当な招集者の範囲や方法で招集

し 、 議案書に基づき 審議を 行う 体制と なっ ている

か。  

☑ □ ☑ □ 

② 定款で定めら れた内容を 審議事項と し て審議し

ている か。また、総会の審議事項と の区分は明確か。 
☑ □ ☑ □ 

③ 決議や議事録署名人の選任、 議事録の作成につい

て定款に定める 方法で行っている か。  
☑ □ ☑ □ 

ウ  監事によ る 監査は適正に行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 監事はその法人における 特別な立場を理解し 、 第

三者性及び公正性が確保さ れている か（ 予算・ 決算

書の作成者が、 監査ま で行っていないか等）。  

☑ □ ☑ □ 

② 監事は法人の理事や職員を兼務し ていないか。  ☑ □ ☑ □ 

③ 監事は定款に定める 職務を執行し ている か。  ☑ □ ☑ □ 

（ ３ ） 情報公開について 

法人に関する 情報を公開し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 活動の状況や法人運営に係る 情報を ホーム ペー

ジ等の情報開示ツールで発信し ている か。 ま た、 適

時に更新し ている か。  

☑ □ ☑ □ 

② 活動の報告等を会報誌等で情報発信し ている か。  ☑ □ ☑ □ 

③ 法定の閲覧書類（ 事業報告書等、 役員名簿、 定款

等） はいつでも 閲覧する こ と ができ る 状態か。  
☑ □ ☑ □ 

④ 事業報告書等の記載内容は、 ※外部に対し て理解

し ても ら える よ う に工夫し て作成さ れている か。  
□ ☑ □ ☑ 

※ 例： 概要の記載や、 写真やデータ など を用いたレ イ アウ ト 等、 読み手に対し て内容を 分かり

やすく 伝える 工夫 

（ ４ ） コ ンプラ イ アンス（ 法令遵守等） について 

コ ンプラ イ アンス （ 法令遵守等） の観点から 組織と し て取組を推進し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 事業・ 活動に関連する 法令※を把握し 、 遵守し て

いる か。  
☑ □ ☑ □ 

② 重要な事項や個人情報を含むデータ ・ 書類等のリ

ス ク マネジメ ント を行っている か。  
☑ □ ☑ □ 

※ 対象と なる 法令： 特定非営利活動促進法、 登記に関する 法令（ 組合等登記令）、 税に関する 法

令（ 法人税法等）、 労務に関する 法令（ 労働基準法等）、 事業ごと に適用さ れる 法令（ 例： 介護

保険制度に基づく サービス 提供の場合は、 介護保険法） など。  

 



（ ５ ） 外部評価について 

活動内容を評価し 、 改善する 仕組みを有し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

①  こ れ以前に外部評価を受けたこ と がある か。  ☑ □ ☑ □ 

② 外部評価を受けた結果を、 理事会等で審議する 機

会を設ける 等、 改善する 機能を有し ている か。  
☑ □ ☑ □ 

２  法人に対する 支援の状況 

（ １ ） 寄附について 

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

①  法人の事業活動のため、 寄附の募集を行っ てい

る か。  
☑ □ ☑ □ 

② よ り 多く の寄附を 受ける ための工夫を 積極的に

行っている か。  
☑ □ ☑ □ 

→ ①の法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

項 目 法 人 記 入 

①  寄附の呼掛け対象 会員・ 利用者 

② 寄附を獲得する ための取組 

  ・ 工夫（ 会報誌や法人ホーム

ページで募集、 イ ベント での

呼掛け 等）  

ホームページやイ ベント での呼びかけ           

one coi n キャ ンペーンの実施（ 寄付封筒によ る アナロ グ

な寄付集め）  

③ 評価対象年度における 寄附

者の人数及び金額 

人数： 集計中  35 人     金額： 866, 602 円 

（ 2022 年度 1, 223, 212 円）  

④ 寄附金の増減及びその理由 

 

評価対象年度の前年度から  

（ 大幅増 ・  増 ・  ほぼ増減なし  ・  減 ・  大幅減）  

＜理由＞ 

ひこ ばえ応援者の高齢化 若い世代への寄付呼びかけ方

法の検討が必要 

⑤ 寄附の獲得に取り 組むう え

での課題 

制度に基づく 事業と 基づかない事業の区切り が利用者に

は見え辛いので、 なぜ自主事業に寄付が必要なのかを理

解し ても ら える よ う 工夫する  

（ ２ ） 寄附以外の支援について 

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 寄附以外に、 市民、 地域団体、 行政等から 何ら か

の支援（ ボラ ンティ ア、 法人実施事業への協力、 補

助金・ 助成金等） を受けている か。  

☑ □ ☑ □ 

② ①の支援を よ り 多く 受ける ための工夫を 積極的

に行っている か。  
☑ □ ☑ □ 

 

→ ①の法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

   項 目 法 人 記 入 

① 支援の概要 

（ ボラ ンティ アの場合は従事人

数、従事時間数、 従事内容など） 

日本財団子ども 第三の居場所事業助成金（ 最終年）  

（ ボラ ンティ アの場合 従事人数： 598 人   

従事時間数： 1462 時間 従事内容： 学習ボラ ンティ

ア・ 食堂調理ボラ ンティ ア・ 文庫ボラ ンティ ア・ 卓球・

絵画ボラ ンティ ア・ サーク ル講師など  ）  

 



② 寄附以外の支援を獲得する た

めの取組・ 工夫 

HP での呼びかけ  

サーク ルのメ ンバーや会員の方への活動呼びかけ 

③ 寄附以外の支援の獲得に取り

組むう えでの課題 

当法人の活動趣旨にも ある よ う に、 ボラ ンティ アは安

上がり 労働力ではなく 、 住民参加の一つのかたちと 捉

えている 。 そのこ と を職員が理解し 、 適切にコ ーディ

ネート し ていける よ う 、 研修を受けたり 、 仕組みを創

っていったり する こ と が課題である 。  

３  法人の事業活動に関する 所見 

※ 活動の意義・ 成果等、 広く 社会に対し て活動の成果を発信し ている か、 地域団体等の他団

体と の連携の状況など 。  

（ 1） 活動の意義・ 成果等 

２ ０ ２ ３ 年度は､コ ロ ナ禍が収束し 、 ま た施設建設も 終わり 、 事業活動が通常の形に戻ってき

た。法人の事業活動が地域の居場所機能を取り 戻し て役割を発揮し た一年であった。自主事業

等に課題を抱えてはいる が事業収支差額は前年度よ り 減ら し ながら も 黒字を維持し ている 。赤

ちゃんから お年寄り ま での居場所づく り を追求し てき ている が、自主事業等における 高齢者の

居場所づく り に課題を残し ており 、今後のカフェ 改修等で改善さ れる こ と を期待し ている 。学

習支援や食堂事業を通じ て、ふら っと 遊びに来る 子ども が増え、ま たそれら の子ども たちを支

援する 学生ボラ ンティ アや高齢者も 増え、多世代交流が生まれてき ている 。こ う し た全世代型

の居場所づく り がさ ら に進むこ と を期待する 。  

（ ２ ） 社会に対し ての活動成果の発信 

 活動成果の発信等については、 前年同様に、 ホームページでの発信に加えて、 機関紙「 フォ

ーラ ムひこ ばえ」 や月刊の「 う たの・ ひこ ばえじ どう かん」 報などによ って定期的に発信さ れ

ている 。 事業や活動の規模が大き く なる 中で、 ま た事業開始以来２ ０ 年近く 経ち、 地域社会の

重要な社会イ ンフラ と し て認知さ れ始めている 状況の中で、社会に向けての法人情報の公開・

発信はいよ いよ 重要になっている 。 ホームページの充実や機関紙「 フォ ーラ ムひこ ばえ」 の発

行頻度の拡充などを含む広報体制の強化が課題になっている 。  

（ ３ ） 地域団体等の他団体と の連携 

 コ ロ ナ禍の収束によ って地域諸団体と の連携行事が徐々に従来の形で再開さ れ、少年補導宇

多野支部と の共催での「 う たのわいわいひろば」 の開催、 ま た体育振興会主催の宇多野フェ ス

タ などに参加し た。 さ ら に「 ひこ ばえま つり 」 を開催し 、 学童保護者会や「 ひこ ばえ建設委員

会・ ひこ ばえ YELL などと 共同し て活動し た。 こ れら の活動を通し て多世代の人たちの地域で

の参加が広がる と と も に、法人の事業や活動が地域の人びと と の共同の地域づく り である こ と

の理解が少し ずつではある が、 着実に広がってき ている 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４  法人の組織運営に関する 所見 

※ 財務管理の透明性、 組織体制の状況など。  

（ １ ） 財産管理の透明性 

 ２ ０ ２ ４ 年度会員総会において事業報告及び決算書、事業計画及び予算、監事監査報告書が

審議、 議決さ れており 、 財務管理の透明性は確保さ れている 。  

（ ２ ） 組織体制について 

①総会・ 理事会 

 定款に基づき 総会、 理事会が運営さ れ、 それぞれの機関で適切に審議、 意思決定がなさ れて

いる 。 議事録も 適切に作成さ れ、 保管さ れている 。  

②監事・ 監査 

 監事は第三者性、 公正性を確保し ており 、 定款に定める 職務を遂行し ている 。  

③事務局体制等 

事務局に２ ０ ２ ２ 年度から 経理専門職員が配置さ れ、 さ ら に２ ０ ２ ３ 年度末から 庶務・ 総

務・ 労務担当職員が配置さ れ、 法人本部機能が少し ずつ整備さ れてき たこ と は前進である 。 前

年も 指摘し たが、法人は拠点施設がほぼ整い、長期の事業展開の土台ができ てき たなかで中長

期計画を策定し 、その下で単年度計画を推進する と いう 事業経営のあり 方を確立する 時期に来

ている 。 こ の間、 中長期計画策定の努力はなさ れ、 理事長によ る「 経営指針書」 と いう 形で中

長期計画の素案づく り は行われたが、法人と し て理事会で協議決定し た中長期計画と はなって

いない。中長期計画の策定は特定の部署や個人に任せる のでなく 、職員集団の参加を伴いつつ

具体化し ていき 、それを理事会や総会でオーソ ラ イ ズする こ と が必要である 。そのためには昨

年度も 指摘し たがいく つかの課題がある 。１ つは理事会における 中長期計画策定についての合

意形成であり 、２ つは職員研修における 法人ミ ッ ショ ンの再確認であり 、それに基づいた職員

集団での中長期計画の素案づく り の推進である 。３ つはそのためには事務局機能のさ ら なる 強

化が必要と なる 。 こ のよ う に中長期計画の策定も 法人ミ ッ ショ ンの共有も 事業拡大のなかで、

増大する 職員が一つにま と ま る ために欠かせない課題である 。さ ら に中長期計画の検討を通じ

て法人形態のあり 方も 課題と なってく る 。  

④職員体制 

 事業規模が拡大する 中で職員体制の量的・ 質的強化が求めら れている 。職員が集団のなかで

力を発揮でき る よ う に、職務分掌の明文化と 浸透が課題と なっている 。ま た法人も 開設から ２

０ 年近く 経過する なかで、世代継承を意識し た管理職層の形成が課題と なっている 。そのため

にも 職員の採用、育成等を担う 人事・ 研修委員会のよ う な人材育成の仕組みと と も に体系的な

育成プロ グラ ムづく り を急ぐ 必要がある 。  

⑤危機管理体制 

 コ ロ ナ禍だけではなく 他の感染症や自然災害によ る 事業休止のリ スク は高ま っている 。BCP

を整備する と と も に、 検証作業を進める 必要がある 。  

 

５  法人に対する 支援に関する 所見 

 ※ よ り 多く の寄附や寄附以外の支援を受ける ための工夫をし ている かなど。  

こ の間､施設整備に当たって多く の人びと に寄附を呼びかけ、多く の寄付や支援者を得てき た。

それは一過性の施設整備と いう 分かり やすい目標に対する 寄付や支援であったが、今年度から

は日常的な事業や活動に対する 恒常的な寄付や支援を呼びかける も のと なった。その結果、今

年度の寄付額は昨年度から 減額し ている 。高額の施設建設が終わったこ と や支援者の高齢化な

どが影響し ている と 思われる が、法人の日常的な事業や活動に対する 恒常的な寄付や支援を広

げていく ためには、今まで以上に法人のミ ッ ショ ンを見える 形で発信し 、利用者や地域社会で

の共感を広げていく 必要がある 。特に自主事業は法人のミ ッ ショ ンの見せ場でも あり 、利用者

や地域住民と と も に事業や活動の中味をつく り 、財政的にも 安定さ せる こ と は、法人の今後に

向けての試金石と も いえる 課題である 。ま たこ の間指摘し ている よ う に、寄付金や支援者を増

やす活動は、事業や活動の資金や人手が足り ないから 行われる と いう 性質のも のではなく 、地

域における 福祉活動の担い手を 広げていく と いう 法人のミ ッ ショ ンの実現に関わる 重要な課

題である 。 こ う し た取り 組みのも つ重要性を職員集団だけでなく 、 会員、 利用者等のなかで共

有でき る よ う にし て欲し い。  

 

  

 



≪評価対象法人記入欄≫ 

６  外部評価結果への対応状況 

  外部評価によ り 提言・ 指摘等を受けた事項に対する 対応状況（ 今後対応する 場合は対応予定） 

提言・ 指摘等を受けた事項 対応状況又は対応予定 

赤ちゃんから お年寄り までの居場所づ

く り を追求し てき ている が、 自主事業等

における 高齢者の居場所づく り に課題を

残し ており 、 今後のカフェ 改修等で改善

さ れる こ と を期待し ている 。 学習支援や

食堂事業を通じ て、 ふら っと 遊びに来る

子ど も が増え、 またそれら の子ども たち

を支援する 学生ボラ ンティ アや高齢者も

増え、 多世代交流が生まれてき ている 。

こ う し た全世代型の居場所づく り がさ ら

に進むこ と を期待する 。  

◎カフ ェ 改修後、 高齢者や多世代交流を目的と し た

会食の会を復活さ せる （ 地域食堂の拡大継続）  

◎カフ ェ 改修後、 地域の居場所と し ての機能を 果た

す工夫を考え、 就労支援事業所と 連携をと り ながら 、

ひこ ばえの玄関、 応接間と し ての役割を果たす。  

＊ま かない食堂やワ ンド リ ンク 長居カフェ コ ーナー 

＊カフェ 貸し 切り での講演会や音楽会などの催し  

＊多様性のある カフェ スタ ッ フ集団 

 

コ ロ ナの流行やコ ミ ュ ニティ ー館の改修工事など

要因はあったにせよ 、 開設以来行ってき た会食の会

を中断し たこ と は、 大変心残り である 。 カフェ の完

成を機会に、 多世代が集いやすい仕組みを考え、 ひ

こ ばえの原点と なる 実践に取り 組んでいき たい。  

事業開始以来２ ０ 年近く 経ち、 地域社

会の重要な社会イ ンフラ と し て認知さ れ

始めている 状況の中で、 社会に向けての

法人情報の公開・ 発信はいよ いよ 重要に

なっている 。 ホームページの充実や機関

紙「 フォ ーラ ムひこ ばえ」 の発行頻度の

拡充などを含む広報体制の強化が課題に

なっている 。  

◎誰に向けて、 何を、 どのよ う に発信し ていく のか

を職員間でし っかり と 共有し 、 広報に取り 組む 

◎サーク ルだよ り ・ ごき げんいかがはがき の発行 

「 地域社会の重要な社会イ ンフラ 」 の役割を果たす

ため、 生活圏域をベース と し たアナロ グな広報も 大

切にし たい。 特に高齢の、 独居や孤立し ている 方を

見守る ため、 サーク ルだよ り を発行し 、 暮ら し のお

役立ち情報を 発信する 。 ま たサーク ルを休ま れた方

には電話やはがき で丁寧な対応をし ていき たい。  

法人は拠点施設がほぼ整い、 長期の事

業展開の土台ができ てき たなかで中長期

計画を策定し 、 その下で単年度計画を推

進する と いう 事業経営のあり 方を確立す

る 時期に来ている 。 こ の間、 中長期計画

策定の努力はなさ れ、 理事長によ る 「 経

営指針書」 と いう 形で中長期計画の素案

づく り は行われたが、 法人と し て理事会

で協議決定し た中長期計画と はなってい

ない。 中長期計画の策定は特定の部署や

個人に任せる のでなく 、 職員集団の参加

を伴いつつ具体化し ていき 、 それを理事

会や総会でオーソ ラ イ ズする こ と が必要

である 。 そのためにはいく つかの課題が

ある 。 １ つは理事会における 中長期計画

策定についての合意形成であり 、 ２ つは

職員研修における 法人ミ ッ ショ ンの再確

認であり 、 それに基づいた職員集団での

中長期計画の素案づく り の推進である 。

３ つはそのためには事務局機能のさ ら な

る 強化が必要と なる 。 こ のよ う に中長期

計画の策定も 法人ミ ッ ショ ンの共有も 事

業拡大のなかで、 増大する 職員が一つに

ま と まる ために欠かせない課題である 。

さ ら に中長期計画の検討を通じ て法人形

態のあり 方も 課題と なってく る 。  

「 １ つは理事会における 中長期計画策定についての

合意形成であり 、 ２ つは職員研修における 法人ミ ッ

ショ ンの再確認であり 、 それに基づいた職員集団で

の中長期計画の素案づく り の推進である 。 ３ つはそ

のためには事務局機能のさ ら なる 強化が必要と な

る 。」  

 

 

 

「 中長期計画の策定も 法人ミ ッ ショ ンの共有も 事

業拡大のなかで、 増大する 職員が一つにま と ま る た

めに欠かせない課題である 。 さ ら に中長期計画の検

討を通じ て法人形態のあり 方も 課題と なってく る 。」  

 

「 職員体制の量的・ 質的強化が求めら れている 。

職員が集団のなかで力を発揮でき る よ う に、 職務分

掌の明文化と 浸透が課題」  



事業規模が拡大する 中で職員体制の量

的・ 質的強化が求めら れている 。 職員が

集団のなかで力を発揮でき る よ う に、 職

務分掌の明文化と 浸透が課題と なってい

る 。 また法人も 開設から ２ ０ 年近く 経過

する なかで、 世代継承を意識し た管理職

層の形成が課題と なっている 。 そのため

にも 職員の採用、 育成等を担う 人事・ 研

修委員会のよ う な人材育成の仕組みと と

も に体系的な育成プロ グラ ムづく り を急

ぐ 必要がある 。  

 

「 採用、 育成等を担う 人事・ 研修委員会のよ う な

人材育成の仕組みと と も に体系的な育成プロ グラ ム

づく り を急ぐ 必要がある 。」  

 

BCP を整備する と と も に、 検証作業を進

める 必要がある 。  

◎運営委員会（ 管理者） において２ ０ ２ ３ 年度に策

定し た各事業所の BCP を基に法人全体のも のを作成

し 体系化し ていく  

今年度から は日常的な事業や活動に対す

る 恒常的な寄付や支援を呼びかける も の

と なった。 その結果、 今年度の寄付額は

昨年度から 減額し ている 。 高額の施設建

設が終わったこ と や支援者の高齢化など

が影響し ている と 思われる が、 法人の日

常的な事業や活動に対する 恒常的な寄付

や支援を広げていく ためには、 今ま で以

上に法人のミ ッ ショ ンを見える 形で発信

し 、 利用者や地域社会での共感を広げて

いく 必要がある 。  

◎寄付が何に使われ、 どう なっていく かをわかり や

すく 発信する （ パンフ レッ ト の作成など）  

◎ほかの認定 NPOなど の発信の仕方を研究する  

自主事業は法人のミ ッ ショ ンの見せ場で

も あり 、 利用者や地域住民と と も に事業

や活動の中味をつく り 、 財政的にも 安定

さ せる こ と は、 法人の今後に向けての試

金石と も いえる 課題である 。 ま たこ の間

指摘し ている よ う に、 寄付金や支援者を

増やす活動は、 事業や活動の資金や人手

が足り ないから 行われる と いう 性質のも

のではなく 、 地域における 福祉活動の担

い手を広げていく と いう 法人のミ ッ ショ

ンの実現に関わる 重要な課題である 。 こ

う し た取り 組みのも つ重要性を職員集団

だけでなく 、 会員、 利用者等のなかで共

有でき る よ う にし て欲し い。  

 

◎カフ ェ 拡大改修と 同時に、 法人のミ ッ ショ ンをよ

り 強く 体現する 居場所づく り について再構築する 。

特に地域の高齢者の見守り や生き がい対策など は、

自主事業で対応し ていく 。  

◎自主事業を 経営的にも 独立し たも のにでき る よ

う 、 収支計画や職員体制を立案する   

     

発足から ２ ０ 年近く が経過し 、 中心的担い手も 世代交代期に入り 、 事業継承を考えれば、 その

ための取り 組みを意識的に追求する ス テージに来ている と 思われま す。 次期事務局⾧を育てる こ

と が当面の課題でし ょ う か。 でも 課題を抱えながら も 地域における 重要な生活イ ンフラ と し ての

承認を得てき ていますね。 こ れから も おおいに期待し ています。  

（ 浜岡氏のメ ールよ り ）  

 

 

備考（ 審査委員会のコ メ ント ）  

中長期計画を職員で練り 上げて作っていこ う と いう 実質的なプロ セス を示さ れている こ と は

評価でき る 。  

赤ちゃんから お年寄り までのあら ゆる 世代の居場所と し て、地域で重要な機能を担っており 、

すばら し い活動をさ れている ので、 こ れから も 地域のハブ的な施設と し て、 事業を継続し てい

ただき たい。  

 



 

 

特定非営利活動に関する 外部評価の評価項目について 

評価対象法人 特定非営利活動法人 FaSoLabo 京都 

評価実施年月日 令和６ 年６ 月２ ０ 日 

評価者氏名（ 職名）  杉岡 秀紀 （ 福知山公立大学地域経営学部准教授）  

評価対象年度（ 期間）  令和 5 年度（ 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日）  

１  法人の事業活動、 組織運営等に関する 状況 

（ １ ） 事業活動について 

ア 事業計画等を策定し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 各事業年度の事業計画は、 組織的な合意形成( 総

会・ 理事会等) に沿って策定し ている か。  
■ □ ■ □ 

② 法人の目的を 達成する ための中長期的計画を 策

定し ている か。  
■ □ ■ □ 

イ  法人の目的を達成する ための事業を主たる 事業と し て実施し ている か。  

法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

■ □ ■ □ 

→ 法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

項 目 

法人全体の労力のう ち 

各項目が占める 割合 

（ ※１ ）  

事
業
䥹
※
２
䥺 

主
た
る
事
業 

第１ 位： 食物アレルギーサポート デス ク  30％ 

第２ 位： 地域子育て支援拠点事業 25％ 

第３ 位： 食物アレルギーの若者支援研究 20％ 

こ のほかの事業 10％ 

主たる 事業以外の事業 0％ 

事業以外（ 管理部門等）  15％ 

※１  例： 総従事時間数に占める 各事業及び事業以外（ 管理部門等） への従事時間数の割合 

（ 表の合計は、 100％と なる 。）  

※２  実施し ている 事業の数の関係などで、「 主たる 事業」 の「 第２ 位」、「 第３ 位」、「 こ のほ

かの事業」 欄及び「 主たる 事業以外の事業」 欄に記入する 内容がない場合は、「 －」 を記

入 

（ ２ ） 組織運営について 

ア 定款に定める 権能に基づき 、 総会で審議・ 意思決定が行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 定款に定める 正当な招集者の範囲や方法で招集

し 、 議案書に基づき 審議を 行う 体制と なっ ている

か。  

■ □ ■ □ 

② 定款で定めら れた内容を 審議事項と し て審議し

ている か。  
■ □ ■ □ 

③ 決議や議事録署名人の選任、 議事録の作成につい

て定款に定める 方法で行っている か。  
■ □ ■ □ 

 



 

 

 

イ  【 定款で理事会の設置を定めている 場合】 定款に定める 権能に基づき 、 理事会で審議・

意思決定が行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 定款に定める 正当な招集者の範囲や方法で招集

し 、 議案書に基づき 審議を 行う 体制と なっ ている

か。  

■ □ ■ □ 

② 定款で定めら れた内容を 審議事項と し て審議し

ている か。また、総会の審議事項と の区分は明確か。 
■ □ ■ □ 

③ 決議や議事録署名人の選任、 議事録の作成につい

て定款に定める 方法で行っている か。  
■ □ ■ □ 

ウ  監事によ る 監査は適正に行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 監事はその法人における 特別な立場を理解し 、 第

三者性及び公正性が確保さ れている か（ 予算・ 決算

書の作成者が、 監査ま で行っていないか等）。  

■ □ ■ □ 

② 監事は法人の理事や職員を兼務し ていないか。  ■ □ ■ □ 

③ 監事は定款に定める 職務を執行し ている か。  ■ □ ■ □ 

（ ３ ） 情報公開について 

法人に関する 情報を公開し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 活動の状況や法人運営に係る 情報を ホーム ペー

ジ等の情報開示ツールで発信し ている か。 ま た、 適

時に更新し ている か。  

■ □ ■ □ 

② 活動の報告等を会報誌等で情報発信し ている か。  ■ □ ■ □ 

③ 法定の閲覧書類（ 事業報告書等、 役員名簿、 定款

等） はいつでも 閲覧する こ と ができ る 状態か。  
■ □ ■ □ 

④ 事業報告書等の記載内容は、 外部に対し て理解し

ても ら える よ う に工夫※し て作成さ れている か。  
■ □ ■ □ 

※ 例： 概要の記載や、 写真やデータ など を用いたレ イ アウ ト 等、 読み手に対し て内容を 分かり

やすく 伝える 工夫 

（ ４ ） コ ンプラ イ アンス（ 法令遵守等） について 

コ ンプラ イ アンス （ 法令遵守等） の観点から 組織と し て取組を推進し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 事業・ 活動に関連する 法令※を把握し 、 遵守し て

いる か。  
■ □ ■ □ 

② 重要な事項や個人情報を含むデータ ・ 書類等のリ

ス ク マネジメ ント を行っている か。  
■ □ ■ □ 

※ 対象と なる 法令： 特定非営利活動促進法、 登記に関する 法令（ 組合等登記令）、 税に関する 法

令（ 法人税法等）、 労務に関する 法令（ 労働基準法等）、 事業ごと に適用さ れる 法令（ 例： 介護

保険制度に基づく サービス 提供の場合は、 介護保険法） など。  



 

 

（ ５ ） 外部評価について 

活動内容を評価し 、 改善する 仕組みを有し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① こ れ以前に外部評価を受けたこ と がある か。  ■ □ ■ □ 

② 外部評価を受けた結果を、 理事会等で審議する 機

会を設ける 等、 改善する 機能を有し ている か。  
■ □ ■ □ 

２  法人に対する 支援の状況 

（ １ ） 寄附について 

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 法人の事業活動のため、 寄附の募集を行っている

か。  
■ □ ■ □ 

② よ り 多く の寄附を 受ける ための工夫を 積極的に

行っている か。  
■ □ ■ □ 

→ ①の法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

項 目 法 人 記 入 

① 寄附の呼掛け対象 食物アレルギー支援を行う 企業、 食物アレルギーに関心

がある 人、 当法人のイ ベント に参加し た人など 

② 寄附を獲得する ための取組 

  ・ 工夫（ 会報誌や法人ホーム

ページで募集、 イ ベント での

呼掛け 等）  

寄付サイ ト （ コ ングラ ント ）、イ オンレシート キャ ンペー

ンへの登録、 H2Oサンタ NPOフェ ス ティ バルへの出展の

他、 ホームページ・ ニュ ース レ タ ー、 イ ベント での呼び

かけ。 地域のお祭り で啓発活動によ る 募金活動など 

③ 評価対象年度における 寄附

者の人数及び金額 

人数： 延べ 84 名、 11 社、 1 団体 

金額： 363, 668 円 

④ 寄附金の増減及びその理由 

 

評価対象年度の前年度から  

（ 大幅増 ・  増 ・  ほぼ増減なし  ・  減 ・  大幅減）  

＜理由＞2022 年度は、 企業（ ロ ート 製薬） から 臨時的な

高額寄付があり 大幅増と なっていた。2023 年度は事業型

寄付の設置や当法人初と なる 医療系の学会に出展し 、 新

たな分野（ 医療従事者） から の個人寄付を目指し た。 そ

の結果、 金額は少ないながら も 個人から の寄付件数が増

加し た（ 2022 年度 19 件、 2023 年度 25 件）  

⑤ 寄附の獲得に取り 組むう え

での課題 

2023 年度よ り 、 事業選択型寄付の設置を行った。 団体へ

の寄付と 併せて認知を広めていく 必要性がある 。  

（ ２ ） 寄附以外の支援について 

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 寄附以外に、 市民、 地域団体、 行政等から 何ら か

の支援（ ボラ ンティ ア、 法人実施事業への協力、 補

助金・ 助成金等） を受けている か。  

■ □ ■ □ 

② ①の支援を よ り 多く 受ける ための工夫を 積極的

に行っている か。  
■ □ ■ □ 

→ ①の法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

   項 目 法 人 記 入 

① 支援の概要 

（ ボラ ンティ アの場合は従事人

数、従事時間数、 従事内容など） 

【 補助金・ 助成金】  

2022 年度第二期ニッ ポンハム食の未来財団（ 団体活動

支援助成）、 令和 4 年度中京区共同募金公募型助成、 阪

急阪神 未来のゆめま ちプロ ジェ ク ト 、 ファ イ ザープロ

グラ ム「 心と から だのヘルス ケアに関する 市民活動・



 

 

市民研究支援」 によ る 助成 

【 ボラ ンティ アの状況】  

（ ボラ ンティ アの場合 従事人数： 29 名   

従事時間数： 約 504 時間  従事内容： ニュ ース レ

タ ーの原稿作成・ 発送作業、 サポート デス ク イ ベント

準備・ 当日運営補助、 つどいの広場絵本読み聞かせ、

つどいの広場事務作業、 大学生イ ンタ ーンの受け入れ） 

【 企業・ 個人によ る 食物アレ ルギー配慮商品の提供】  

10 社、 2 団体、 3 名 315, 897 円 

② 寄附以外の支援を獲得する た

めの取組・ 工夫 

イ ンタ ーン大学生の受け入れによ る 活動の周知 

イ ベント に参加さ れた方に声掛けし 、 ボラ ンティ アと

し て受け入れている  

地域の子育てサーク ル・ ボラ ンティ ア団体と の連携 

③ 寄附以外の支援の獲得に取り

組むう えでの課題 

京都市外の団体と の連携 

職員のマンパワ ー不足 

３  法人の事業活動に関する 所見 

※ 活動の意義・ 成果等、 広く 社会に対し て活動の成果を発信し ている か、 地域団体等の他団

体と の連携の状況など 。  

FaSoLabo 京都は、 2005 年の任意団体設立以降、 約 20 年に渡り 、 食物アレ ルギーの子供と そ

の家族の QOLの向上およ びその社会的理解を広げる べく 、 事業活動を行っている 。  

 と り わけ令和５ 年度については、「 社会的理解」 の取組みでは、 主たる 財源と なっている 受

託事業「 つどいの広場」 の継続な運用（ 668 組、 延べ 1498 人の利用） はも と よ り 、「 ど れみ隊

プロ ジェ ク ト 」 が本格化し 、 子ども たちが主体と なる 活動を確認でき た。 子ども たちによ る 学

会発表も 素晴ら し い受発信の機会になっている も のと 推察さ れる 。  

ま た、「 支援者支援」 の取組みでは、 食物アレルギーを生活モデル（ 福祉） で考える 場「 食物

アレ ルギー相談援助研究会」 が継続でき ている ほか、ファ イ ザー株式会社助成によ る 調査研究

が着実に進んでいる こ と を確認し た。  

加えて、「 当事者支援」 の取組みでは、 ニュ ース レタ ーの発行（ 年３ 回）、 ホームページの自

前化（ 外注の中止） によ り 広く 社会に対し て活動を発信する と と も に、 ティ ーンミ ート 、 保護

者交流会の継続開催によ り 食物アレ ルギーを持つ若い世代同士が意見交換する 場を創造でき

ている 。  

 

４  法人の組織運営に関する 所見 

※ 財務管理の透明性、 組織体制の状況など。  

（ １ ） 収益構造の改善について 

財務管理の透明性については、 2023 年度は 87, 182 円の当期正味財産を残せたこ と を評価し

たい。 例えば HP の内部化も 経費削減に一役買ったであろう こ と が窺える 。 一方、 次期繰越正

味財産額は△1, 242, 527 円あり 、 決し て楽観でき る 状態にある わけではない。 こ の額をさ ら に

減ら せる よ う 引き 続き の創意工夫を期待し たい。  

 

（ ２ ） 新たな理事構成の準備について 

組織体制の状況については、 新体制４ 年目と なり 、 かなり 安定し てき ている 。 加えて、 理事

構成についても ４ 名の方にま ずはオブザーバーやアド バイ ザリ ーボード と し て関わっても ら

い、緩やかに関わっても ら う 方針を確認し た。監事から 指摘も ある よ う に今後はオブザーバー

やアド バイ ザリ ーボード の規定（ 内規） の整備が求めら れる 。  

 

 

 



 

 

５  法人に対する 支援に関する 所見 

 ※ よ り 多く の寄附や寄附以外の支援を受ける ための工夫をし ている かなど。  

（ １ ） 安定的な助成金の獲得について 

2022 年度は 300 万を超えていた助成金が、 2023 年度は約 240 万と 減額になっている 。 業

務委託料は例年 700 万程度であり 、 2024 年度は家賃補助があり 、 多少増額は見込ま れる も の

の、 大幅な増額でないこ と を考える と 、 助成金や寄付収入、 ある いは事業収入を増やすこ と が

重要である 。 引き 続き 安定財源を獲得でき る よ う 、 引き 続き の努力を期待し たい。 助成金獲得

のためにプロ ボノ を活用する のも 一案である 。  

 

（ ２ ） 寄付金の獲得のための仕組みづく り について 

2022 年度 19 件、 2023 年度 25 件と 、 金額は少額ながら も 個人から の寄付件数が増加し てい

る こ と は評価し たい。 2023 年度よ り 、 事業選択型寄付の設置を行っている と のこ と なので、

認知を広めていく 活動を期待し たい。  

 

≪評価対象法人記入欄≫ 

６  外部評価結果への対応状況 

  外部評価によ り 提言・ 指摘等を受けた事項に対する 対応状況（ 今後対応する 場合は対応予定） 

提言・ 指摘等を受けた事項 対応状況又は対応予定 

財務管理の透明性については、2023 年

度は 87, 182 円の当期正味財産を残せた

こ と を評価し たい。 例えば HP の内部化

も 経費削減に一役買っ たであろ う こ と

が窺える 。 一方、 次期繰越正味財産額は

△1, 242, 527 円あり 、 決し て楽観でき る

状態にある わけではない。 こ の額をさ ら

に減ら せる よ う 引き 続き の創意工夫を

期待し たい。  

近年、 学生や子育て支援に関心が高い市民から のボ

ラ ンティ ア希望者が急増し ている 。 こ れま では、 イ

ベント 当日だけのボラ ンティ アを募集し ていたが、

イ ベント の企画・ 準備段階から ボラ ンティ アの方と

活動を行う こ と で、 効率的にイ ベント の企画運営と 、

人件費の削減を目指す。  

組織体制の状況については、 新体制４

年目と なり 、 かなり 安定し てき ている 。

加えて、 理事構成についても ４ 名の方に

ま ずはオブザーバーやアド バイ ザリ ー

ボード と し て関わっても ら い、 緩やかに

関わっても ら う 方針を確認し た。 監事か

ら 指摘も ある よ う に今後はオブザーバ

ーやアド バイ ザリ ーボード の規定（ 内

規） の整備が求めら れる 。  

現在、 オブザーバー、 アド バイ ザリ ーボード につい

ては定款を含めて規定を設けていない。 今後、 理事

会で定款変更の必要性についての検討と 、 規定の整

備を進めていく 。  

2022 年度は 300 万を超えていた助成

金が、 2023 年度は約 240 万と 減額にな

っている 。業務委託料は例年 700 万程度

であり 、 2024 年度は家賃補助があり 、

多少増額は見込ま れる も のの、 大幅な増

額でないこ と を考える と 、 助成金や寄付

収入、 ある いは事業収入を増やすこ と が

重要である 。 引き 続き 安定財源を獲得で

き る よ う 、 引き 続き の努力を 期待し た

い。 助成金獲得のためにプロ ボノ を活用

する のも 一案である 。  

事業を実施する にあたって、 助成金に頼ら ない規模

や計画・ 準備段階から 参加者を巻き 込んで実施する

形でも 検討し ていき たいと 考えている 。  

事業規模に応じ て、 助成金申請が必要な場合は、 サ

ポート ス タ ッ フのフォ ロ ーを受けながら 申請を行っ

ていく 。  



 

 

寄付金の獲得のための仕組みづく り に

ついては、 2022 年度 19 件、 2023 年度 25

件と 、 金額は少額ながら も 個人から の寄

付件数が増加し ている こ と は評価し た

い。 2023 年度よ り 、 事業選択型寄付の設

置を行っている と のこ と なので、 認知を

広めていく 活動を期待し たい。  

日頃のサポート デスク 、 つどいの広場での寄付の呼

びかけに加えて、一社） H2Oサンタ チャ リ ティ ート ー

ク の参加や、 医療系の学会でのブース 出展時の機会

に確実に寄付を呼び掛けていく 。  

 

 

備考（ 審査委員会のコ メ ント ）  

医療系学会への出展や事業選択型寄附シス テムの設置など、 新たなチャ レ ンジをさ れている

こ と が評価でき る 。 アレ ルギーの事業と いう こ と で、 寄附の呼び掛けや事業の実施にあたって

は、 どう し ても 限ら れた部分がある かと 思う が、 企業と 連携を取る などし て、 こ れから も 事業

を進めていただき たい。  

 



 

 

特定非営利活動に関する 外部評価の評価項目について 

評価対象法人 特定非営利活動法人京都 DARC 

評価実施年月日 2024 年 7 月 4 日 

評価者氏名（ 職名）  松田 美枝（ 京都文教大学臨床心理学部臨床心理学科准教授）  

評価対象年度（ 期間）  2023 年度（ 2023 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日）  

１  法人の事業活動、 組織運営等に関する 状況 

（ １ ） 事業活動について 

ア 事業計画等を策定し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 各事業年度の事業計画は、 組織的な合意形成( 総

会・ 理事会等) に沿って策定し ている か。  
☑ □ ☑ □ 

② 法人の目的を 達成する ための中長期的計画を 策

定し ている か。  
☑ □ ☑ □ 

イ  法人の目的を達成する ための事業を主たる 事業と し て実施し ている か。  

法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

☑ □ ☑ □ 

→ 法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

項 目 

法人全体の労力のう ち 

各項目が占める 割合 

（ ※１ ）  

事
業
䥹
※
２
䥺 

主
た
る
事
業 

第１ 位： 自立（ 生活） 訓練事業 ４ ０ ％ 

第２ 位： 共同生活援助事業 ３ ５ ％ 

第３ 位： 講演事業 １ ０ ％ 

こ のほかの事業 ５ ％ 

主たる 事業以外の事業 ５ ％ 

事業以外（ 管理部門等）  ５ ％ 

※１  例： 総従事時間数に占める 各事業及び事業以外（ 管理部門等） への従事時間数の割合 

（ 表の合計は、 100％と なる 。）  

※２  実施し ている 事業の数の関係などで、「 主たる 事業」 の「 第２ 位」、「 第３ 位」、「 こ のほ

かの事業」 欄及び「 主たる 事業以外の事業」 欄に記入する 内容がない場合は、「 －」 を記

入 

（ ２ ） 組織運営について 

ア 定款に定める 権能に基づき 、 総会で審議・ 意思決定が行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 定款に定める 正当な招集者の範囲や方法で招集

し 、 議案書に基づき 審議を 行う 体制と なっ ている

か。  

☑ □ ☑ □ 

② 定款で定めら れた内容を 審議事項と し て審議し

ている か。  
☑ □ ☑ □ 

③ 決議や議事録署名人の選任、 議事録の作成につい

て定款に定める 方法で行っている か。  
☑ □ ☑ □ 

 



 

 

 

イ  【 定款で理事会の設置を定めている 場合】 定款に定める 権能に基づき 、 理事会で審議・

意思決定が行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 定款に定める 正当な招集者の範囲や方法で招集

し 、 議案書に基づき 審議を 行う 体制と なっ ている

か。  

☑ □ ☑ □ 

② 定款で定めら れた内容を 審議事項と し て審議し

ている か。また、総会の審議事項と の区分は明確か。 
☑ □ ☑ □ 

③ 決議や議事録署名人の選任、 議事録の作成につい

て定款に定める 方法で行っている か。  
☑ □ ☑ □ 

ウ  監事によ る 監査は適正に行われている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 監事はその法人における 特別な立場を理解し 、 第

三者性及び公正性が確保さ れている か（ 予算・ 決算

書の作成者が、 監査ま で行っていないか等）。  

☑ □ ☑ □ 

② 監事は法人の理事や職員を兼務し ていないか。  ☑ □ ☑ □ 

③ 監事は定款に定める 職務を執行し ている か。  ☑ □ ☑ □ 

（ ３ ） 情報公開について 

法人に関する 情報を公開し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 活動の状況や法人運営に係る 情報を ホーム ペー

ジ等の情報開示ツールで発信し ている か。 ま た、 適

時に更新し ている か。  

☑ □ ☑ □ 

② 活動の報告等を会報誌等で情報発信し ている か。  ☑ □ ☑ □ 

③ 法定の閲覧書類（ 事業報告書等、 役員名簿、 定款

等） はいつでも 閲覧する こ と ができ る 状態か。  
☑ □ ☑ □ 

④ 事業報告書等の記載内容は、 外部に対し て理解し

ても ら える よ う に工夫※し て作成さ れている か。  
☑ □ ☑ □ 

※ 例： 概要の記載や、 写真やデータ など を用いたレ イ アウ ト 等、 読み手に対し て内容を 分かり

やすく 伝える 工夫 

（ ４ ） コ ンプラ イ アンス（ 法令遵守等） について 

コ ンプラ イ アンス （ 法令遵守等） の観点から 組織と し て取組を推進し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 事業・ 活動に関連する 法令※を把握し 、 遵守し て

いる か。  
☑ □ ☑ □ 

② 重要な事項や個人情報を含むデータ ・ 書類等のリ

ス ク マネジメ ント を行っている か。  
☑ □ ☑ □ 

※ 対象と なる 法令： 特定非営利活動促進法、 登記に関する 法令（ 組合等登記令）、 税に関する 法

令（ 法人税法等）、 労務に関する 法令（ 労働基準法等）、 事業ごと に適用さ れる 法令（ 例： 介護

保険制度に基づく サービス 提供の場合は、 介護保険法） など。  



 

 

（ ５ ） 外部評価について 

活動内容を評価し 、 改善する 仕組みを有し ている か。  

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

①  こ れ以前に外部評価を受けたこ と がある か。  ☑ □ ☑ □ 

② 外部評価を受けた結果を、 理事会等で審議する 機

会を設ける 等、 改善する 機能を有し ている か。  
☑ □ ☑ □ 

２  法人に対する 支援の状況 

（ １ ） 寄附について 

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

①  法人の事業活動のため、 寄附の募集を行っ てい

る か。  
☑ □ ☑ □ 

② よ り 多く の寄附を 受ける ための工夫を 積極的に

行っている か。  
☑ □ ☑ □ 

→ ①の法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

項 目 法 人 記 入 

①  寄附の呼掛け対象 当事者家族、 障がい者支援員、 弁護士、 市民等 

② 寄附を獲得する ための取組 

  ・ 工夫（ 会報誌や法人ホーム

ページで募集、 イ ベント での

呼掛け 等）  

年に６ 回のニュ ースレ タ ー発行。  

ボラ ンティ アへの参加。  

フォ ーラ ムや学校講演等の啓発活動の取り 組み。  

イ ンタ ーネッ ト 寄付の導入。  

③ 評価対象年度における 寄附

者の人数及び金額 

人数： ７ ９ 名 金額： ￥1, 905, 383 

④ 寄附金の増減及びその理由 

 

評価対象年度の前年度から  

（ 大幅増 ・  増 ・  ほぼ増減なし  ・  ○減  ・  大幅減）  

＜理由＞ 

グループホーム建設反対運動と いう 話題性がある 事象が

起き たこ と から 、 その年を起点と し て寄付者が増加し て

いた。 そこ から 、 数年経過し 、 話題性のある 活動が出来

ていない点が理由と し て挙げら れる 。  

ま た、 第三種郵便にてニュ ース レタ ーを送付する 際、 同

封し ている 寄附金振込書の「 寄附金」 の項目を削除する

よ う に指導を受けた。（「 賛助会員」 は OK）  

それによ り 、 寄付の納入方法が不明瞭と なったこ と で、

寄附者が減少し た可能性がある 。  

⑤ 寄附の獲得に取り 組むう え

での課題 

新たな事業についての検討。 Facebook 等で、 寄付金納入

方法のアナウ ンス 。 啓発活動にて、 継続的な寄付の呼び

かけ。  

（ ２ ） 寄附以外の支援について 

項 目 
法人自己評価 外部評価 

はい いいえ はい いいえ 

① 寄附以外に、 市民、 地域団体、 行政等から 何ら か

の支援（ ボラ ンティ ア、 法人実施事業への協力、 補

助金・ 助成金等） を受けている か。  

☑ □ ☑ □ 

② ①の支援を よ り 多く 受ける ための工夫を 積極的

に行っている か。  
☑ □ ☑ □ 

→ ①の法人自己評価が「 はい」 の場合、 以下の項目について記入 

 

 



 

 

   項 目 法 人 記 入 

① 支援の概要 

（ ボラ ンティ アの場合は従事人

数、従事時間数、 従事内容など） 

（ ボラ ンティ アの場合 従事人数： 4 名   

従事時間数： 30 時間 従事内容： イ ベント での飲食

販売における お手伝い）  

② 寄附以外の支援を獲得する た

めの取組・ 工夫 

SNS を用いた情報発信。 ニュ ース レタ ーでの活動報告。

社会貢献活動への積極的な参加。  

③ 寄附以外の支援の獲得に取り

組むう えでの課題 

薬物依存症に対する 社会的偏見をなく すこ と 。 薬物依

存症への誤解を緩和さ せる 活動を検討し 続ける こ と 。  

 

 

３  法人の事業活動に関する 所見 

※ 活動の意義・ 成果等、 広く 社会に対し て活動の成果を発信し ている か、 地域団体等の他団

体と の連携の状況など 。  

 薬物依存から の回復施設と し て、 長年にわたり 社会に貢献し てき ている 京都 DARC である

が、 最近は 30 代などの若者が大麻や処方薬依存で利用する こ と が増えて来ており 、 本人が自

発的に相談し てく る 割合が、家族や専門職などよ り も 多く 、社会における 認知度が向上し てい

る と 同時に、 時代に即し た社会的役割を果たし ている と いえる 。  

 そのよ う な背景がある 中で、 中学校に出向いての出前講座や、 大学生と の交流（ アク セサリ

ー作り やお祭り への出店等） が活性化し ており 、また大学院生をボラ ンティ アと し て受け入れ

る など、 双方向の関わり が増加し ている こ と は、 地域に根差し た連携である と いえる 。  

 今後、 若者の薬物問題はさ ら に増加する も のと 考えら れ、 ま た、 ギャ ンブル依存等の行動嗜

癖についても 受け入れを検討し ている と のこ と であり 、時代にマッ チし た活動を先進的に行お

う と し ている こ と は評価に値する 。  

 

 

４  法人の組織運営に関する 所見 

※ 財務管理の透明性、 組織体制の状況など。  

 民間団体と し て、運営が不安定な組織が多く 認めら れる 中で、京都 DARCは安定的な運営が

なさ れている 。 財務管理も 適切かつ透明性が保たれており 、 引き 続き 、 明朗な組織運営と 財務

管理を行う こ と が望ま れる 。  

 

 

 

 



 

 

５  法人に対する 支援に関する 所見 

 ※ よ り 多く の寄附や寄附以外の支援を受ける ための工夫をし ている かなど。  

 寄付金額や寄附の実人数は漸減し ている よ う にみえる が、固定の支援者層が変わり なく 寄附

を行っている こ と は、 安定運営に寄与し ている も のと 思われる 。 また、 イ ンタ ーネッ ト を通し

た寄附の呼びかけがなさ れている ため、 今後は、 それを QR コ ード 化し 、 チラ シに印刷する な

ど、 さ ら なる 寄附の呼びかけを予定し ている と のこ と である 。  

 寄付以外にも 、ホームページに動画を公開し て広報に努めたり 、町内会での活動やイ ベント

への参加を通し て、 顔の繋がり を作る こ と で地道に信頼を獲得し ている も のと 思われる 。  

 



 

 

 

≪評価対象法人記入欄≫ 

６  外部評価結果への対応状況 

  外部評価によ り 提言・ 指摘等を受けた事項に対する 対応状況（ 今後対応する 場合は対応予定） 

提言・ 指摘等を受けた事項 対応状況又は対応予定 

特になし 。   

  

  

  

  

 

 

 

備考（ 審査委員会のコ メ ント ）  

中学校での出前講座や大学生と の交流事業など地域と 連携さ れている 点、 薬物依存者本人か

ら の相談も 増え、 社会的認知度が上がっている と いう 点が大いに評価でき る 。  

引き 続き 、 相対値又は絶対値基準によ る 認定の取得に向けて努力さ れたい。  

 


